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２ 契約 

 (1) 合理的理由に乏しい随意契約 

 【現状の問題点】 

   随意契約理由に合理性を欠いた契約が検出され

た。 

  ■平成29年度帳票出力業務委託契約（市民税課） 

  ■平成29年度固定資産税・都市計画税賦課計算等

業務委託（資産税課） 

  ■平成29年度国民健康保険税賦課計算業務委託

（健康保険課） 

 【解決の方向性】 

   随意契約とする合理的理由がなければ，競争性

を確保した契約方法に見直す。 

   また，いわゆるベンダロックインの問題を防止

するため，特定者に過度に依存しないような措置

を講じることが考えられる。 

 

 

帳票出力業務委託は，作成された課税

データを印刷用データに変換し委託先に

提供していたものでありますが，印刷用

データの変換について共通的な仕様が無

いことや戸籍に基づいた氏名を印刷する

際，常用漢字にない文字の変換が必要と

なることに加え，過年度データの変更も

伴うことから，費用対効果を考慮し，従

前のプログラムを使用するベンダーと特

命随意契約としていたところでありま

す。 

平成31年２月に賦課システムの機器更

新を行ったところですが,今後,当該業務

委託における他の委託業者の参入の可能

性について精査し，判断してまいります

。  

（市民税課） 

 

 

 

 

 

 

 

〇措置済 

 市民税・県民税の帳票出力業務を他の

業者が行う場合，帳票の出力に関するシ

ステム設計等が必要であることから，令

和２年度に当該委託業務契約において，

他の業者参入の可能性について，緊急時

の対応も必要であるため市内業者を対

象として調査したところ，現在委託契約

を締結している業者以外に可能と回答

した業者はいなかったため，他の業者の

参入の可能性はないと判断いたします。 

（市民税課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

固定資産税・都市計画税賦課計算業務

委託について，当該受注業者とは，納税

義務者の宛名データ及び各資産の異動デ

ータを管理するシステムと連携して賦課

計算を行うシステムを構築し，また，現

在と過去の賦課データを管理しており，

複数のデータ移行やエラーチェック等の

検証が容易であることに加え，発送用の

納税通知書を作成するシステムも構築し

ており，データ最終入力後から納税通知

書を作成するまでの期間において不測の

事態が生じた場合に弾力的対応が可能で

あることから，特命随意契約を行ってき

たものです。 

今後，当該業務委託における他のシス

テム業者の参入の可能性について調査を

行い，判断してまいります。 

（資産税課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇措置済 

固定資産税・都市計画税賦課計算業務

を他の業者が行う場合，既存の課税デー

タを管理するシステムのベンダーとの

技術的調整等が必要であることから，令

和２年度に当該業務委託契約において，

他の業者参入の可能性について，緊急時

の対応も必要であるため市内業者及び

市内に営業所がある業者を対象として

調査したところ，現在委託契約を締結し

ている業者以外に可能と回答した業者

はなかったため，他のシステム業者の参

入の可能性はないと判断いたします。 

（資産税課） 

 

 「監査結果」と「参考意見」は別葉に作成すること。 
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２ 契約 

 (3) 予定価格積算の不備 

 【現状の問題点】 

   「固定資産土地評価業務」及びその付随業務に

係る予定価格が現契約先から徴求した見積書の金

額と同額であり，複数者からの見積徴求が行われ

ていない。 

   他者から見積徴求しない理由が明らかでなく，

かつ，人件費単価や見積工数の妥当性を裏付ける

根拠が不明確であるため，予定価格が適切に積算

されたものとは認められない。 

 【解決の方向性】 

   １者見積による予定価格の積算とする場合，人

件費単価や見積工数の妥当性の根拠付けを明確に

する。 

 

 

予定価格を積算する際に，複数者から

内訳を明示した参考見積を徴求し，予定

価格の積算根拠を明確にするよう努め

てまいります。 

（資産税課） 

 

〇措置済 

令和３年度からの「固定資産土地評価

業務」等に係る契約の予定価格を積算す

る際，３者から参考見積（人件費単価及

び見積工数を明記）を徴求し，予算要求，

予定価格の積算を行っております。 

（資産税課） 

 「監査結果」と「参考意見」は別葉に作成すること。 
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２ 契約 

 (2) １者応募 

 【現状の問題点】 

   「固定資産土地評価業務」の契約方法はプロポ

ーザル方式で行われており，市内に事業所を有す

る事業者を加点評価すれば足りる問題であるた

め，市内に事業所を有しない事業者の競争参加自

体を制限する根拠は乏しいと考えられる。応募者

が限定されることが予測される中で，あえて地域

要件を設定する合理的理由があったといえるか疑

問である。 

 【解決の方向性】 

   競争性の確保に疑義が認められる場合，地域要

件の設定を慎重に判断する。 

 

 

システム不具合時の迅速な対応及び

評価対象地域の精通度合等を仕様書に

盛り込むことで，応募資格には地域要

件を設定しないこととします。 

（資産税課） 

 

〇措置済 

競争性の確保に疑義が認められる場

合，地域要件の設定を慎重に判断するこ

ととし，令和３年度の応募資格には，地

域要件を設定しないこととしました。 

また，岩手県内で業務実績のある事業

者については，加点評価で対応すること

としました。 

なお，仕様書に，市域の土地の動向に

詳しく，システムに不具合が生じた場合

の即応等について引き続き表記するこ

ととしております。 

（資産税課） 

 「監査結果」と「参考意見」は別葉に作成すること。 


